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1．は じ め に
通常の財・サービスの特徴として，経済理論では，
需給は価格に影響を受けるとされている。いわゆる供
給関数の考え方に従えば，他の事情にして等しければ
（ceteris paribus），当該の財・サービスの価格が上昇す
れば，その供給量は増加するという関係を持つことに
なる。医療サービス供給者による医療サービスの提供
は，このような経済学で考える通常の財・サービスと
同様に考えることができるのであろうか。本研究の基
本的な問題意識はこの点にある。
日本の医療制度においては，医療サービスに対する
価格は，政府によって診療報酬制度にもとづいて決め
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Abstract: Under the conventional supply function of goods and services, it is shown that an increase in
prices leads to a corresponding increase in the supply. Does a similar relationship exist with respect to medi-
cal care services for which prices are already determined by the government? We will examine this issue.
This article offers an empirical analysis of the relationship between prices and supply of medical care serv-
ices by examining each type of such services. Statistical analysis of the impact that the price of respective
medical care services, such as treatment, hospitalization, and diagnosis procedure combination（DPC）, have
on the DPC supply shows a positive significance with respect to the DPC price coefficient as well as a nega-
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要旨：通常の財・サービスの供給関数では，価格が上昇すれば供給量は増えると考えられている。政
府が価格を決定している医療サービスにおいても，同様の関係は成立するのであろうか？この点を検
証するのが，本稿の目的である。そこで本論文では，診療行為別に，価格と診療行為の供給量との間
にどのような関係があるのかについて，実証分析を行った。処置，入院，DPC，その他という診療行
為の各価格が，DPC の供給量に与える影響を統計的に解析した結果，DPC の価格の係数は正で有
意，また入院とその他の価格の係数は負で有意という結果となった。この結果は，政府による診療報
酬の設計により，DPC への政策的誘導が可能であることを意味している。
キーワード：供給関数，DPC，診療行為，包括払いと出来高払い
１８１
られている。また，その支払い方式には，出来高払い
方式が用いられている。これらが通常の財・サービス
と大きく異なる点である。医療サービスの供給側は，
この公定価格を参照しながら，個々の疾病に対して必
要な医療サービスを提供している。単純に価格にのみ
反応して，そのサービスを提供しているわけではない
と考えられるが，結果としての実態を把握しておくこ
とは重要である。
制度発足以来，出来高払い方式を採用してきた診療
報酬制度に，2003年 4月より DPC/PDPS 制度（Diag-
nosis Procedure Combination/Per-Diem Payment Sys-
tem：急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬
算定制度，以下 DPC 制度と略す）が導入された。
DPC 制度とは，急性期入院医療における患者の各症
例を診断名と診療行為などによって診断群に分類し，
その診療報酬の支払いに包括払い方式を取り入れた仕
組みである。その目的は，標準化された医療情報デー
タベースを構築することで，診療行為の相対評価を可
能とし，医療の透明化と質の向上，そして医療の効率
化を図ることにより，近年増大を続ける医療費を抑制
することにあるとされている。こうした診療報酬の支
払い方式の大幅な変更は，これまでの価格と供給量の
関係をどのように変えたのであろうか。この点を本稿
では検証してみたい。
日本でも DPC 制度に関する実証研究が蓄積されつ
つある。池田・小林（2007）は，人工関節再置換実施
患者とステント術実施患者を対象として，DPC 制度
の導入前後において在院日数が短縮し，医療資源消費
量も削減されることを明らかにした。野口他（2010）
は，4つの疾病（胃の悪性腫瘍，虫垂炎，胆嚢疾患，
そけいヘルニア）を対象に分析を行い，DPC 経験年
数が長い医療機関ほど医療資源配分の効率性が高まる
（在院日数は短く，包括外点数も削減される）という
結果を得た。
縄田他（2008）と縄田・川渕（2010）は，白内障手
術を取り上げて，患者の特性を考慮した分析を行っ
た。前者では，病院間での在院日数のバラツキは
DPC 制度の包括評価部分により作り出されているこ
とが指摘されている。後者では，DPC 制度導入前の
在院日数が長ければその短縮化効果は大きいが，導入
前の在院日数が短ければその効果は小さいことが明ら
かにされた。
このように従来の研究では，DPC 制度の影響を在
院日数で評価したものが多いが，診療行為そのものに
対する影響を検証することも重要である。そこで本稿
では，厚生労働省の『社会医療診療行為別統計（旧，
社会医療診療行為別調査）』のデータを用いて，医科
診療を対象に，医療サービスにおいても通常の財・サ
ービスと同様の関係を見いだせるのか，また DPC 制
度が診療行為そのものに与えた影響の実証分析を試み
た。なお，本稿の構成は以下のとおりである。2章で
は，医療サービスにおける価格と供給量のマクロ的関
係を診療行為全体と診療行為別に検証する。3章で
は，DPC 制度が診療行為に与えた影響を計量分析に
より明らかにする。最後に，本稿のまとめと今後の課
題を述べ，結びとする。
2．価格と供給量の関係
2-1．マクロ的にみた場合
ここでは，診療行為全体でみた場合をマクロ的考察
として，医療サービスにおける価格と供給量の関係を
みていこう。医療サービスの価格は，政府が個々の診
療行為に対して公定価格を定めた診療報酬点数表によ
り決められている。この点数表は，表 1に示したよう
に，原則 2年ごとに改定されてきた。そこで，この診
療報酬改定率（医科）を用いて，（1）式のような，
1964年を 100とする医療サービス価格の「名目指数」
を作成した。この指数を（2）式に示したように，総
務省の『消費者物価指数年報（2015年基準）』に掲載
されている「総合指数（持家の帰属家賃を除く）」を
用いて実質化することで，医療サービス価格の「実質
指数」を作成した。一方，医療サービスの供給量は，
（3）式に示したように，『社会医療診療行為別統計』
（厚生労働省）に掲載されている「医科診療の総点数」
を（1）式で作成した「名目指数」により実質化して
求めた。
名目指数＝前期の名目指数×（1＋ 診療報酬改定率100 ）
・・・（1）式
但し，名目指数の初期値（1964年）を 100とした。
実質指数＝前期の実質指数×
（1＋（診療報酬改定率－総合指数変化率）100 ） ・・・（2）式
但し，実質指数の初期値（1964年）を 100とした。
実質総点数（供給量）＝
医科診療の総点数
名目指数
・・・（3）式
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表 1は，以上の手順で作成された 1980年から 2015
年の 36年間の各データを示したものである。表中の
医療サービス価格の「実質指数」と医療サービスの供
給量を意味する「実質総点数」との関係を描いたもの
が，図 1である。この図から明らかなように，長期的
な傾向としては，医療サービスにおける価格と供給量
の間にはプラス（右上がり）の関係があることが分か
る。また，両者の関係の程度を意味する相関係数は
0.915と強いものであった1）。
これまでは診療行為全体の総数でみてきたが，総数
の内訳は大きく入院と外来であり，それぞれがさらに
一般医療と高齢者医療に分けられる。ここでは入院に
ついて，一般医療と高齢者医療に分けて，医療サービ
スにおける価格と供給量の関係をみていこう2）。サン
プル期間は，老人保健制度が開設された 1983年から
2015年の 33年間である。図 2と図 3は，それぞれ一
───────────────────────────────────────────
１）なお，医療サービスの供給量に 1件当たり点数が用いられることも多いが，この場合でも同様の傾向がみられた。
２）外来については，入院と同様の傾向であったので，ここでは除外することにした（相関係数：一般医療 0.889，高齢者医療
0.877）。また，本稿における高齢者医療の対象年齢は，2004年以前は 70歳以上，2005年では 71歳以上，2006年では 72
歳以上，2007年では 73歳以上，2008年では 74歳以上，2009年以降では 75歳以上である。
表 1 名目指数と実質指数と実質総点数のデータ（総数）
年
診療報酬
改定率
（％）
総合指数
変化率
（％）
名目指数
1964＝100
実質指数
1964＝100
実質総
点数
100万
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
2000
01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11
12
13
14
15
0.00
8.40
0.00
0.30
3.00
3.50
2.50
0.00
3.80
0.11
3.80
0.00
5.40
0.00
1.70
0.00
3.60
1.31
1.50
0.00
2.00
0.00
−1.30
0.00
0.00
0.00
−1.50
0.00
0.42
0.00
1.74
0.00
1.55
0.00
0.82
0.00
7.88
4.04
2.38
1.96
2.16
1.88
−0.23
0.23
0.58
2.87
3.23
2.81
1.47
1.14
0.20
−0.41
0.10
2.25
0.10
−0.60
−0.81
−1.32
−0.72
−0.21
0.00
−0.42
0.31
0.42
1.24
−1.84
−0.52
−0.10
−0.21
1.16
3.53
0.30
225
244
244
245
252
261
267
267
278
278
288
288
304
304
309
309
320
324
329
329
336
336
332
332
332
332
327
327
328
328
334
334
339
339
342
342
66
69
67
66
67
68
70
70
72
70
70
68
71
70
71
71
74
73
74
75
77
78
77
77
77
78
76
76
75
77
79
79
80
79
77
77
89
85
88
99
94
91
287
304
307
316
330
351
331
351
357
368
378
385
380
461
456
475
468
470
471
485
489
521
530
506
517
572
589
630
626
626
出所：『社会医療診療行為別統計』（厚生労働省）と『消費
者物価指数年報』（総務省）と『保険と年金の動向』
（厚生労働統計協会）に基づいて筆者作成。
図 1 価格と供給量の関係（総数）
注：『社会医療診療行為別統計』（厚生労働省）の調査対
象の拡大に伴い，次の期間では実質総点数が大きく
増加している。1985→1986年（国民健康保険の追
加），1998→1999年（組合管掌健康保険の追加），
2010→2011年（船員保険・国家公務員共済組合・地
方公務員共済組合・私立学校教職員共済の追加）
図 2 価格と供給量の関係（入院・一般医療）
注：1985→1986年，1998→1999年，2010→2011年におい
て，実質総点数が大きく増加している点については，
図 1の注を参照のこと。
図 3 価格と供給量の関係（入院・高齢者医療）
注：1985→1986年，1998→1999年，2010→2011年におい
て，実質総点数が大きく増加している点については，
図 1の注を参照のこと。
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般医療と高齢者医療における医療サービスの価格と供
給量の関係を描いたものである。これらをみると一般
医療と高齢者医療ともに，価格と供給量の間にはプラ
スの関係があることが分かる。相関係数は，一般医療
では 0.838，高齢者医療では 0.919であり，ともに強
い相関がみられた。
このように，マクロでみた場合には，医療サービス
の価格と供給量の間にはプラスの強い関係がみられる
ことから，結果としては医療サービスにおいても通常
の財・サービスと同様の傾向があることが分かった。
2-2．診療行為別にみた価格と供給量の関係
本稿の目的は DPC 制度の導入により，医療サービ
ス価格が診療行為に与える影響にどのような変化があ
ったのかを検証することにある。そこで，医療サービ
スにおける価格と供給量の間にある関係を診療行為別
にみていこう。『社会医療診療行為別統計』（厚生労働
省）の診療行為（大分類）は，2015年においては 16
種類に分類され，診療行為別に診療行為が実施された
「回数」とその「点数」のデータが掲載されている。
本稿では，分析を単純化しつつ，DPC 制度の影響を
明確化するために，診療行為を表 2に示した「処置」
・「入院」・「DPC」・「その他」の 4つに集約した。
各診療行為の価格のデータには，各診療行為の「点
数」を「回数」で割った値を『消費者物価指数年報』
（総務省）の「総合指数（持家の帰属家賃を除く）」で
実質化した値を用いた。また，各診療行為の供給量の
データには，診療行為の構成比を用いた。表 3は，各
診療行為における価格と構成比のデータをまとめたも
のである。
図 4から図 6は，DPC と処置と入院における価格
と構成比の関係をそれぞれ描いたものである。ここで
は各診療行為の供給量を構成比で捉えており，これら
3つの診療行為の傾向が定まれば，残り 1つ（その
他）は残差として考えることができるので，分析から
除外することにした。サンプル期間は，DPC につい
ては 2003年から 2015年の 13年間，処置と入院につ
いては 1983年から 2015年の 33年間である。
まず，DPC における価格と構成比の関係を図 4で
みると，プラスの関係があることが分かる。相関係数
は 0.893であり，強い相関がみられた。しかし，相関
係数は 2009年前後で傾向が異なっており，2009年ま
での期間では 0.627であったのに対し，2009年以降の
期間では 0.971であった。つまり DPC の価格弾力性
は小さくなってきているといえる3）。
次に，処置における価格と構成比の関係を図 5でみ
ると，相関係数は－0.196であり，弱いながらもマイ
───────────────────────────────────────────
３）これは，DPC 制度の導入当初では，特定機能病院や大規模病院による DPC 対象病院への参加が進んだためである。
表 2 診療行為の分類
変数名 内訳
処置 投薬，注射，処置，手術，麻酔，放射線治療
入院 入院料等
DPC 診断群分類による包括評価等
その他
初・再診，医学管理等，在宅医療，検査，画像診
断，リハビリテーション，精神科専門療法，病理
診断
注 1：入院について，1994年以前には入院時食事療養（給
食料）が含まれるが，1995年以降では含まれない。
注 2：DPC は 2003年よりデータが得られる。
注 3：サンプル期間において，診療行為の一部に名称変更が
行われているが，本稿では，すべて「その他」に含ま
れている。
表 3 各診療行為の価格と構成比のデータ（入院・一般医療）
年
価格（実質） 構成比（％）
処置 入院 DPC その他 処置 入院 DPC その他
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
2000
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
142
126
117
124
132
130
120
123
115
129
128
122
131
130
137
135
150
163
169
176
178
191
224
219
244
255
278
320
363
396
398
377
381
738
789
843
884
881
888
869
902
881
977
976
1,045
933
992
1,022
1,084
1,153
1,240
1,288
1,339
1,376
1,375
1,417
1,429
1,470
1,462
1,506
1,523
1,577
1,599
1,604
1,683
1,703
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
3,311
3,266
3,296
3,282
3,425
3,351
3,353
3,673
3,706
3,840
3,861
3,751
3,811
124
125
134
136
139
131
131
92
130
146
146
163
167
187
189
195
195
190
200
193
202
196
190
189
195
190
200
211
220
226
227
220
220
35.8
31.8
29.2
29.5
31.4
30.7
30.5
29.8
29.5
29.3
29.0
26.1
30.6
29.1
30.1
27.2
27.1
28.0
27.5
28.0
27.4
26.1
28.3
28.5
28.6
28.8
26.7
27.4
28.3
29.9
30.2
28.7
28.1
50.1
53.8
55.7
56.7
54.7
55.9
55.6
56.2
56.3
57.4
58.1
60.3
54.2
56.2
55.0
58.8
58.8
58.3
58.4
58.3
57.6
55.4
51.9
50.3
45.8
43.6
38.1
33.4
31.1
28.8
28.6
30.4
30.8
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1.2
6.3
8.3
10.0
15.1
17.8
26.9
31.5
32.8
33.5
33.2
33.1
33.5
14.2
14.4
15.1
13.7
13.9
13.4
13.9
14.1
14.2
13.3
13.0
13.6
15.1
14.7
14.9
14.0
14.1
13.7
14.0
13.7
13.8
12.2
11.4
11.2
10.5
9.7
8.3
7.6
7.8
7.8
8.0
7.8
7.6
出所：『社会医療診療行為別統計』（厚生労働省）と『消費
者物価指数年報』（総務省）に基づいて筆者作成。
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ナスの関係がみられた。しかし，2000年前後で傾向
が異なっている。そこで，2000年までと 2000年以降
にわけて相関係数を計測すると，前者の期間では
0.137，後者の期間では 0.565であり，処置における価
格と構成比の間にはプラスの相関があることが分かっ
た。つまり，全期間での相関係数がマイナスとなった
のは，サンプル期間中に構造変化が生じていたためで
あり，期間を分けて考えれば，処置においても，結果
としては通常の財・サービスと同様の傾向があるとい
える。
最後に，入院における価格と構成比の関係を図 6で
みると，相関係数は－0.743であり，強いマイナスの
相関がみられたが，DPC 制度が導入された 2003年前
後で傾向が明らかに異なっている。そこで，DPC 制
度が導入される 2003年までと導入後の 2003年以降に
分けて相関係数を計測した。その結果，前者の期間で
の相関係数は 0.726と強い相関がみられることから，
DPC 制度導入以前では，入院においても，結果とし
ては通常の財・サービスと同様の傾向があったといえ
る。一方，後者の期間での相関係数は－0.919であり，
強いマイナスの相関がみられた。これは DPC 制度に
よる影響と考えられる。つまり，DPC の包括評価部
分に入院基本料が含まれるようになったために，DPC
適用の入院が増大している状況では，出来高払いでの
入院の価格が引き上げられても，その構成比はむしろ
下がることになるので，入院の価格と供給量の間にマ
イナスの関係が生じているのである。
これまでの分析により，次の 2点が明らかとなっ
た。第 1に，診療行為別にみても，医療サービスにお
ける価格と供給量の間には，結果として通常の財・サ
ービスと同様の傾向がみられるということである。
第 2に，2変数間のみの関係をみた場合には，DPC
制度の導入は入院における価格と供給量の関係を大き
く変えた可能性があるという点である。
3．DPC 制度の影響
日本の DPC 制度は，包括評価部分と出来高評価部
分の複合であることが特徴である。包括評価の対象
は，入院基本料，注射，投薬，検査，画像診断，
1,000点未満の処置などであり，診断群分類ごとに
1日当たり点数が設定されている4）。一方，他は出来
高評価の対象であり，具体的には手術，麻酔，医学管
理，放射線治療，1,000点以上の処置などである。包
括評価部分への 1日当たり点数は，入院日数に応じて
3段階の逓減性となっており，病院側に入院期間の短
縮化を促す仕組みとなっている5）。また，DPC 制度の
───────────────────────────────────────────
４）DPC 制度の詳細については，松田（2011），社会保険研究所（2016），池上（2017）を参照のこと。診断群分類（DPC）は，
入院期間中に最も医療資源を投入した傷病名と診療行為の組み合わせ等により決定され，2016年 4月時点で 4,918分類が
ある。
５）中央社会保険医療協議会診療報酬調査専門組織 DPC 評価分科会の「DPC 導入の影響評価に関する調査」で公表されてい
る「在院日数の状況」では，DPC 対象病院の平均在院日数は 2002年の 21.22日（82病院）から 2015年の 12.93日（1,580
病院）へと，14年間で 8.29日短縮されている。
図 4 DPC における価格と供給量の関係
（入院・一般医療）
図 5 処置における価格と供給量の関係
（入院・一般医療）
図 6 入院における価格と供給量の関係
（入院・一般医療）
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導入が病院経営に与える影響が大きいことが懸念され
たため，包括評価部分の収益が出来高払い時のそれを
下回らないように，調整係数が導入された。これによ
り，DPC 制度の導入による医療費の抑制効果は期待
されないこととなった。そのため，調整係数は 2012
年度から削減され，2018年度には全廃されることに
なっている。
DPC 対象病院は，表 4に示したように，導入当初
の 2003年では特定機能病院 82施設（病床数 66,497
床）のみであり，2008年までは一般病院の 10％未
満，病床数でも 30％程度に留まっていた。その後，
民間の中規模病院にも広がるようになり，2016年 4
月時点では 1,667施設（一般病院に占める割合約 22.4
％），49万 5,227床（約 55.4％）にまで拡大している。
DPC 制度の効果は，DPC 対象病院にしか現れない。
そこで，分析の対象を DPC 対象病院に限定すること
にして，同制度が医療サービスにおける価格と供給量
（構成比）の関係にどのような影響を与えたのかを検
証してみた。DPC 対象病院は，『社会医療診療行為別
統計』（厚生労働省）の病院種類別データのうち，特
定機能病院と一般病院のうち DPC/PDPS 対象病院を
合わせたものとした。
3-1．DPC 対象病院における価格と供給量の関係
表 5は，DPC 対象病院について，表 2に示した 4
つの診療行為別の価格と構成比のデータをまとめたも
のである。サンプル期間は 2006年から 2015年の 10
年間とした。なお，『社会医療診療行為別統計』（厚生
労働省）には，DPC 対象病院における診療行為に関
するデータが 2004年から掲載されているが，表 4に
示したように，2004年から 2005年では対象病院数が
全一般病院の 2％未満と少なかったことから，本稿の
分析では除外することにした。
DPC 対象病院について，処置と入院と DPC におけ
る価格と構成比の関係をそれぞれ描いたのが，図 7か
ら図 9である。ここでは各診療行為の供給量を構成比
で捉えており，前章の分析と同様に「その他」は残差
として考えることができるので，分析から除外するこ
とにした。
まず，処置における価格と構成比の関係を図 7でみ
ると，プラスの関係がみられ，相関係数も 0.890と強
いものであった。次に，入院における価格と構成比の
関係を図 8でみると，プラスの関係はあるものの，相
関係数は 0.193と弱いものであった。この点について
は，前章の図 6（全病院における入院の価格と構成比
の関係を描いた図）で考察したように，DPC 制度が
入院の価格と構成比の関係にマイナスの影響を与えた
ためと考えられる。つまり，入院の供給量（構成比）
は，入院の価格だけではなく，他の診療行為の価格の
影響も受けている可能性がある。
最後に，DPC における価格と構成比の関係を図 9
でみると，相関係数は－0.606であり，マイナスの関
係がみられた。この結果は，前章の図 4（全病院にお
ける DPC の価格と構成比の関係を描いた図）でみた
関係と逆である。ただし，2009年以降でみると相関
係数は－0.159であり，その大きさは弱くなる。この
ことは，DPC 制度の成熟化に伴い，DPC における価
格と構成比の間にあるマイナスの関係が弱くなってい
ることを現わしている。通常の財・サービスであれば
価格と供給量の間にはプラスの関係があるのだが，こ
こでの単純な相関分析では，DPC においては両者の
間にプラスの関係はないという結果が得られた。
表 4 DPC 対象病院の推移
年 病院数 一般病床数
03
04
06
08
09
10
11
12
13
14
15
16
82（ 1.0）
144（ 1.8）
359（ 4.5）
713（ 9.1）
1,278（16.4）
1,388（18.0）
1,447（18.9）
1,505（19.8）
1,496（19.9）
1,585（21.2）
1,580（21.1）
1,667（22.4）
66,497（ 7.2）
89,330（ 9.8）
176,395（19.5）
286,088（31.4）
430,224（47.1）
455,148（50.0）
468,362（51.7）
479,539（53.1）
474,981（52.8）
492,206（54.8）
484,081（53.9）
495,227（55.4）
注：（ ）内は，全国の一般病院数と全国の一般病床数に
対する割合を示す。
出所：厚生労働省保険局医療課の「平成 28年度診療報酬
改定の概要（DPC 制度関連部分）」の「DPC 対象病
院の変遷」，国立社会保障・人口問題研究所「社会
保障統計年報データベース」に基づいて筆者作成。
表 5 各診療行為の価格と構成比のデータ（入院・一般医療
・DPC 対象病院）
年
価格（実質） 構成比（％）
処置 入院 DPC その他 処置 入院 DPC その他
06
07
08
09
10
11
12
13
14
15
536
632
637
553
639
711
784
784
728
732
1,756
2,097
2,087
2,028
2,320
2,488
2,530
2,571
3,095
3,067
3,282
3,425
3,351
3,353
3,673
3,706
3,840
3,861
3,751
3,809
259
262
254
254
263
275
282
284
270
269
30.7
31.7
32.6
30.8
30.8
32.2
34.1
34.2
32.8
32.2
11.1
9.5
9.6
12.4
10.8
10.6
9.4
9.1
11.8
11.8
53.5
54.7
53.5
51.7
53.7
52.4
51.7
51.7
50.5
51.1
4.7
4.1
4.3
5.1
4.7
4.8
4.8
4.9
4.9
4.8
出所：『社会医療診療行為別統計』（厚生労働省）と『消費
者物価指数年報』（総務省）に基づいて筆者作成。
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3-2．他のサービス価格の影響
これまでみてきた各診療行為における価格と供給量
の関係は，他の価格の影響を考慮していないものだっ
た。しかし，当該の診療行為の価格が供給量に与える
影響をより正確に評価するためには，他の診療行為の
価格の影響をも考慮する必要がある。そこで，真の価
格の効果を抽出するために，いわゆる供給関数に他の
価格を変数として含めた，（4）式と（5）式の推定を
試みた。また，DPC のモデルでは，制度の普及レベ
ルの違いを意図したダミー変数（06～08年）を説明
変数に加えた，（6）式の推定を試みた。これは，DPC
制度が導入された当初では，DPC 対象病院の数が少
ないだけでなく，特定機能病院などの大規模病院が多
く含まれており，その後に同制度が中小規模病院に広
がっていく時期と差があると考えられるためである。
推定期間は，前小節の分析と同様に，2006年から
2015年の 10年間である。表 6に，（4）式から（6）
式のモデルを最小二乗法で推定した結果を示した6）。
なお，ここでは供給量を構成比で捉えており，「その
他」の変数は残差と考えられるので，推定結果は掲載
していない。       	
  ・・・（4）式   	
 ・・・（5）式 	
  	
	
 ・・・（6）式 ：処置の構成比， ：入院の構成比， 	
:
DPC の構成比，：処置の価格，：入院の価
格，	
:DPC の価格，：その他の価格，:
2006年～2008年を 1とする定数項ダミー，   ,
───────────────────────────────────────────
６）推定には，ライトストーン社の EViews 9.5を用いた。
図 7 処置における価格と構成比の関係
（入院・一般医療・DPC 対象病院）
図 8 入院における価格と構成比の関係
（入院・一般医療・DPC 対象病院）
図 9 DPC における価格と構成比の関係
（入院・一般医療・DPC 対象病院）
表 6 推定結果
被説明変数 処置：  入院：  DPC: 	

説明変数 推定値 t 値 P 値 推定値 t 値 P 値 推定値 t 値 P 値
定数項
処置：
入院：
DPC：	

その他：
ダミー：
0.2891
2.36 E−04
−2.26 E−06
−5.58 E−05
3.00 E−04
4.65***
4.50***
−0.29
−2.37**
0.72
0.0056
0.0064
0.7827
0.0641
0.5019
0.0310
−2.86 E−04
3.68 E−05
1.52 E−05
4.65 E−04
0.38
−4.19***
3.64***
0.50
0.86
0.7176
0.0086
0.0148
0.6414
0.4275
0.4600
−4.34 E−05
−3.65 E−05
1.33 E−04
−1.15 E−03
0.0276
3.28**
−0.41
−2.72**
2.43**
−1.61*
2.79**
0.0305
0.7047
0.0531
0.0716
0.1829
0.0493
サンプル数
自由度修正済み決定係数
ダービン・ワトソン比
10
0.8954
1.9771
10
0.7943
2.2003
10
0.7230
2.5533
注：***1％，**5％，*10％水準で有意（片側検定）あることを示す。
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    ,   ：パラメータ， , , 	：錯乱項
まず，処置のモデルの説明力をみると，自由度修正
済み決定係数は 0.8954，ダービン・ワトソン比は
1.9771であり，モデルは妥当と判断できる。処置の価
格に対する係数はプラスで有意であり，DPC の価格
に対する係数はマイナスで有意であった。したがっ
て，他の事情を考慮しても，処置における価格と供給
量の間には，通常の財・サービスと同様のプラスの関
係があることが分かった。なお，価格の平均弾性値は
0.0049という結果が得られた。
次に，入院のモデルでは，自由度修正済み決定係数
は 0.7943，ダービン・ワトソン比は 2.2003であり，
モデルは概ね妥当と判断できる。入院の価格と供給量
（構成比）の関係をみると，2変数のみを考慮した図 6
（DPC 対象病院における入院の価格と構成比の関係を
描いた図）ではマイナスの関係がみられたが，他の価
格の影響を考慮した表 6では，入院の価格に対する係
数はプラスで有意という結果が得られた。処置の価格
に対する係数はマイナスで有意であった。DPC の価
格とその他の価格に対する係数はプラスであったが，
有意ではなかった。このことは，入院という診療行為
の提供が，DPC の価格に影響されずに行われている
ことを現している。したがって，他の事情を考慮すれ
ば，入院における価格と供給量の関係は，結果として
通常の財・サービスと同様に考えることができること
が分かった。なお，価格の平均弾性値は 0.0083とい
う結果が得られた。
最後に，DPC のモデルの結果をみていこう。表 6
でその説明力をみると，自由度修正済み決定係数は
0.723とやや低いものの，ダービン・ワトソン比は
2.5533であり，概ねモデルは妥当である。DPC の価
格の係数はプラスで有意という結果となった。また，
ダミー変数の係数はプラスで有意であったことから，
DPC 制度の導入当初とそれ以降では，構造変化が生
じていた。一方，入院とその他の価格の係数はマイナ
スで有意であった。この結果は，DPC の価格が引き
上げられても，同時に入院やその他の価格が引き上げ
られた場合には，その供給量が必ずしも増加しない可
能性があることを意味している。このことが，図 9
（DPC 対象病院における DPC の価格と構成比の関係
を描いた図）で DPC の価格と構成比の間にマイナス
の関係を生み出した原因と考えられる。このように，
本分析の（6）式の推定によって，他の価格の影響を
除外した DPC における価格と供給量の真の関係はプ
ラスで有意という結果が導出できた。なお，価格の平
均弾性値は 0.0095であった。
4．結 び
本稿の分析により，次の 3点が明らかとなった。第
1に，各診療行為の価格と供給量の関係は，他の事情
を考慮した場合には，結果として通常の財・サービス
におけるそれと同様の傾向を持つことが確認された。
価格が供給量に与える影響を平均弾力性で比較する
と，DPC が 0.0095（1％の価格の変化に対し，0.0095
％の供給量が増加）と一番大きく，入院が 0.0083，処
置が 0.0049という順になっている。第 2に，処置の
供給量は DPC の価格に影響を受けるが，入院ではそ
の影響を受けない。これは DPC 対象病院における
DPC 適用外の患者の入院に対して，DPC 制度が効果
を持たないからである。第 3に，DPC の価格を引き
上げることにより，DPC の供給量を増やすことがで
きる可能性があるという結論を得た。これらの結果
は，政府による DPC や入院などの診療報酬の設計に
より，DPC への政策的誘導が可能であることを意味
している。また，これまでの傾向としては，DPC の
供給量の拡大は入院日数を短縮化させてきたのである
から，現実には医療費の削減につながる可能性を指摘
できる。もちろん，今後の動向を注視していくことが
必要である。
最後に，今後の課題について述べておく。本稿では
一般医療を対象に分析を試みたが，高齢者医療ではど
うなっているのかを分析することが，今後の課題とし
て挙げられる。また，疾病別に同様の分析をする必要
があることも，指摘しておく。さらに，歯科に関して
も，同様な分析により診療報酬による政策的誘導の可
能性を検討することも必要である。
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